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一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、三面発電所など水力発電所３か所の電力売却

について、次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年10月24日 

新潟県企業管理者  早 福  弘 

１ 入札に付する事項 

(1) 件名 

   三面発電所など水力発電所３か所の電力売却 

(2) 対象発電所 

  ア 三面発電所（新潟県村上市岩崩 地内） 

  イ 猿田発電所（新潟県村上市岩崩 地内） 

  ウ 奥三面発電所（新潟県村上市岩崩 地内） 

(3) 予定売却電力量 

  ア 平成27年度 342,757,000 kＷh 

  イ 平成28年度 341,700,000 kＷh 

   なお、売却電力量が予定売却電力量と比較して増減がある場合でも、全量を購入するものとする。 

(4) 契約期間及び売却期間 

   契約期間：契約締結の日から平成29年３月31日まで 

   売却期間：平成27年４月１日から平成29年３月31日まで 

(5) 入札方法 

入札は１kＷh当たりの単価で行うものとし、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の100分の８に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の108分の100に相当する

金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

 以下の要件をすべて満たす者であること。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申し立てがなされている者でない

こと。 

(3) 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申し立てがなされている者でない

こと。 

(4) 本件の公告日から入札日までにおいて、新潟県知事から指名停止の措置を受けている者でないこと。 

(5) 電気事業法（昭和39年法律第170号）第３条第１項の規定により一般電気事業者としての許可を受けている

者又は同法第16条の２第１項の規定による届出を行っている特定規模電気事業者であること。 

(6) 直近の事業年度又は直近１年間（平成25年５月以降の１年間）のいずれかにおいて、当契約の対象となる

発電所の最大発電可能電力量である755,988,000 kＷh以上の電力の供給実績があること。 

(7) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(8) 直近の事業年度の消費税及び地方消費税並びに新潟県に事務所又は事業所（２以上の事務所又は事業所が

ある法人の場合には、主たる事務所又は事業所）を有する法人にあっては県税、新潟県に事務所又は事業所

を有しない法人にあっては法人税について未納がない者であること。 

３ 入札説明書の交付等 

(1) 入札説明書の交付期間 

本公告の日から平成26年11月12日（水）まで（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県条例第５号）

第１条第１項各号に規定する日を除く）の各日の午前９時から午後５時まで 

(2) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

郵便番号 950－8570 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県企業局総務課総務係 

電話番号 025－280－5565（直通） 

入札説明書等の交付は上記の場所で行うほか、新潟県ホームページで公開する。 
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４ 入札日時、開札日時及び場所 

(1) 日時 

平成26年12月17日（水）午後１時 

(2) 場所 

新潟県庁入札室（行政庁舎16階） 

５ その他 

(1) 入札保証金 

見積もった契約希望金額（１kＷh当たりの単価）に平成27年度及び平成28年度の予定売却電力量

（684,457,000 kＷh）を乗じた金額を売却期間の月数で除して得た金額に12を乗じて得た金額の100分の５

に相当する金額（１円未満切り上げ）以上の金額とする。ただし、新潟県企業局財務規程（昭和62年新潟県

企業局管理規程第４号。以下「規程」という｡)第146条第３項に該当する場合は免除する。 

(2) 契約保証金 

契約金額（１kＷh当たりの単価）に平成27年度及び平成28年度の予定売却電力量（684,457,000 kＷh）を

乗じた金額を売却期間の月数で除して得た金額に12を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額（１円未

満切り上げ）以上の金額とする。ただし、規程第137条第３項に該当する場合は免除する。 

(3) 入札者に要求される事項 

本件入札に参加を希望する者は、入札参加申請書を平成26年11月12日（水）まで （新潟県の休日を定める

条例第１条第１項各号に規定する日を除く） の各日の午前９時から午後５時までに前記３(2)の場所に提出

し、前記２の資格について確認を受けなければならない。 

なお、提出書類等詳細については入札説明書による。 

また、入札者は、入札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関して説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。 

(4) 入札の無効 

本公告に示した入札に参加する資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす

る。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 暴力団等の排除 

 ア 誓約書の提出 

    暴力団等の排除に関する誓約書については入札説明書による。 

 イ 不当介入に対する通報報告 

    契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県企業局）へ通報

報告を行うこと。 

(7) 落札者の決定方法 

予定価格以上で最高価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(8) その他 

詳細は、入札説明書による。 


